
入札公告（電子入札）

一般競争入札（事前審査方式）について、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の６の規定により公告する。

令和７年１０月２７日

群馬県警察本部長 倉木 豊史

記

１ 入札に付する事項
調達物品名 耐刃防護衣外衣の製造請負
品質・規格 入札説明書のとおり
数 量 ２７０着
納 入 場 所 群馬県警察本部
納 期 令和８年３月１９日

２ 入札参加資格
この公告の入札に参加できる者は 群馬県財務規則 平成３年群馬県財務規則第１８号 以下 規、 （ 。 「

則」という ）第１７０条の２第３項の規定により作成された令和６・７年度物件等購入契約資格者。
名簿に登載されている者のうち、次に掲げる条件を満たしているものであること。

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
入札公告の日から入札日までの間において、規則第１７０条第２項の規定による入札参加制限

を受けていない者であること｡
入札日において県から指名停止を受けていない者であること。
会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基

づき、更生手続開始又は再生手続開始（以下「手続開始」という。）の申立てがなされている者
（手続開始の決定後に、資格の再認定を受けた者を除く ）でないこと。。
入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。

３ 入札説明書（契約条項等を含む ）の交付期間等。
交付期間 令和７年１０月２７日から令和７年１１月５日までの土曜日、日曜日及び祝日除く

毎日の午前９時から午後４時まで
交付方法 ぐんま電子入札共同システムによる。

ＵＲＬ（https://portal.g-cals.e-gunma.lg.jp/portal/）

上記による入手が不可能な者は、発注者と協議するものとする。
４ 入札参加申請書の提出期間及び方法

提出期間 令和７年１０月２７日から令和７年１１月５日までの土曜日、日曜日及び祝日を除
く毎日の午前９時から午後４時まで

提出方法 ぐんま電子入札共同システムによる。
ＵＲＬ（https://portal.g-cals.e-gunma.lg.jp/portal/）
上記による提出が不可能な者は、発注者と協議するものとする。

５ 入札手続き等
入札書提出期間 令和７年１１月１０日から令和７年１１月１２日までの毎日

午前９時から午後４時まで
開 札 日 時 令和７年１１月１３日 午前１０時３０分

入札の方法
落札決定に当たっては、ぐんま電子入札共同システムにより入力された入札金額に当該金額の

１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数を切り捨てた金額）をもって落札価格（契約金額）とするので、入札者は消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００

に相当する金額を入力し、ぐんま電子入札共同システムにより提出すること。
６ その他

契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨
入札保証金及び契約保証金 免除
提出した書類に関して説明を求められた場合には、それに応じなければならない。

入札の無効
この公告に示した競争参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかっ

た者のした入札その他規則第１７６条各号に掲げる入札は、無効とする。
無効の入札を行った者を落札者としていた場合は、落札決定を取り消すものとする。

７ 問い合わせ先
〒３７１－８５８０
群馬県前橋市大手町一丁目１番１号 群馬県警察本部警務部会計課調度・契約係

電話０２７－２４３－０１１０ 内線２２１４～２２１６



入 札 説 明 書（電子入札）

入札公告に基づく入札等については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書による。

１ 公告日

令和７年１０月２７日

２ 契約者

群馬県警察本部長 倉木 豊史

３ 担当部局

〒３７１－８５８０ 群馬県前橋市大手町一丁目１番１号

群馬県警察本部警務部会計課調度・契約係

（電話０２７－２４３－０１１０ 内線２２１４～２２１６ ＦＡＸ０２７－２２１－０８８１）

４ 契約内容

契約名 耐刃防護衣外衣の製造請負

品目及び数量 以下のとおり

物 品 名 規 格 数量 単位

耐刃防護衣外衣 仕様書のとおり ２７０ 着

納入期限 令和８年３月１９日

納入場所 群馬県警察本部

５ 入札参加資格

、 （ 。 「 」この公告の入札に参加できる者は 群馬県財務規則 平成３年群馬県財務規則第１８号 以下 規則

という ）第１７０条の２第３項の規定により作成された令和６・７年度物件等購入契約資格者名簿に。

登載されている者のうち、次に掲げる条件を満たしているものであること。

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

入札公告の日から入札日までの間において、規則第１７０条第２項の規定による入札参加制限を受

けていない者であること｡

入札日において県から指名停止を受けていない者であること。

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき

更生手続開始又は再生手続開始（以下「手続開始」という ）の申立てがなされている者（手続開始。

の決定後に、資格の再認定を受けた者を除く ）でないこと。。

入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。

６ 入札参加資格の確認

この公告の一般競争入札の参加希望者は、上記５に掲げる入札参加資格を有することを証明するた

め、次に従い、入札参加資格確認申請書（別添１。以下「申請書」という ）を提出し、入札参加資。

格の有無について確認を受けなければならない。

なお、申請期限日までに申請書を提出しない者又は入札参加資格がないと認められた者は、この公

告の競争入札に参加することができない。

ア 提出期間 令和７年１０月２７日から令和７年１１月５日までの土曜日、日曜日及び祝日を除く

毎日の午前９時から午後４時まで

イ 提出方法 ぐんま電子入札共同システムによる。

ＵＲＬ（https://portal.g-cals.e-gunma.lg.jp/portal/）

上記による提出が不可能な者は、発注者と協議するものとする。

提出する書類は、次のとおりとする。

ア 申請書（別添１）

イ 仕様に適合した物品及び数量を納入することができる証明書（製造出荷引受証明書 （別添２））

入札参加資格の確認は、申請書の提出期限日をもって行うものとし、その結果は令和７年１１月６日

までにぐんま電子入札共同システムにより通知する。

入札参加資格の確認後であっても、資格の確認を行った日の翌日から開札の時までの期間に、入札

資格があると認められた者が指名停止措置を受けた場合には、入札参加資格を取り消すとともに、ぐ

んま電子入札共同システムにより通知する。

その他

ア 申請する書類の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。

、 、 。イ 群馬県警察本部は 提出された申請書を 入札参加資格の確認以外に提出者に無断で使用しない

ウ 提出期限日以降における申請書の差し替え及び再提出は認めない。



エ 提出する申請書に関する問い合わせ先 上記３に同じ。

７ 入札参加資格がないと認めた者に対する理由の説明

入札参加資格がないと通知された者は、入札参加資格がないと認めた理由について、説明を求めるこ

とができる。

提出期限 令和７年１１月７日午後５時

提出場所 上記３に同じ

回答期限 により説明を求めた者に対してのみ令和７年１１月１０日までに回答する。

８ 仕様書

仕様書は 「仕様書借用書 （別添３）を群馬県警察本部警務部装備施設課装備係に提出し、貸し、 」

出しを行う。

受付時間 令和７年１０月２７日から令和７年１１月５日までの毎日、午前９時から午後５時ま

でとする（ただし、土曜日、日曜日、祝日及び正午から午後１時までの間を除く 。。）

９ 入札、仕様書等に対する質疑

入札、仕様書等について、疑義が生じた場合は、次により文書で質疑すること。

提出書式 質問書（別添４）

受付時間 令和７年１０月２７日から令和７年１１月５日までの毎日、午前９時から午後５時ま

でとする（ただし、土曜日、日曜日、祝日及び正午から午後１時までの間を除く 。。）

提出方法 ＦＡＸ、持参又は郵送とする。

提出場所 上記３に同じ。

により説明を求められたときは、令和７年１１月７日までに説明を求めた者に対し、ＦＡＸによ

り回答する。

の質問に対する回答は、閲覧に供する。

① 閲覧期間 令和７年１０月２７日から令和７年１１月１１日までの毎日、午前９時から午後５時

までとする（ただし、土曜日、日曜日、祝日及び正午から午後１時の間を除く 。。）

② 閲覧場所 上記３に同じ

10 入札執行の日時等

入札書提出期間

令和７年１１月１０日から令和７年１１月１２日までの毎日。午前９時から午後４時まで

開札日時

令和７年１１月１３日 午前１０時３０分

11 入札方法等

入札の方法

ぐんま電子入札共同システムによる。

ＵＲＬ（https://portal.g-cals.e-gunma.lg.jp/portal/）

入札に際しては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号 、地方自治法施行令（昭和２２年政令第）

１６号 、規則を了承のうえ行うこと。）

入札に際しては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）等

の規定に抵触する行為をしないこと。

落札者決定にあたっては、ぐんま電子入札共同システムにより入力された入札金額に当該金額の

１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する

金額を入力すること。

提出した入札書の引き換え又は変更は認めない。

１回の入札において落札者がないときは、２回目の入札を行うことがある。

２回目の入札で落札者がいないときは、随意契約に移行する場合がある。

12 入札保証金

免除とする。

13 契約保証金

免除とする。

14 開札

開札は、上記９に掲げる日時において、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。また、入札

者又はその代理人から要求があった場合には、立ち会いを認めるものとする。

15 入札の無効

次の各号の一に該当する場合は、当該入札者の入札を無効とする。

ア 入札に参加する資格を有しない者のした入札



イ 申請者に虚偽の記載を行った者のした入札

ウ 入札者が同一の入札について、２以上の入札書を提出したとき。

エ 入札に際し、不正の行為があったとき。

オ ＩＣカードを不正に使用した者の入札

カ その他、入札に関する条件に違反したとき。

無効の入札を行った者を落札者としていた場合には、落札決定を取り消すものとする。

16 落札者の決定方法

規則第１６９条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った入札者を落札者とする。

落札となる同額の入札をした者が２名以上ある場合は、電子くじにより落札者を決定する。

17 契約条項案

別添５のとおり

18 その他

契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

入札説明書を入手した者は、これを本入札以外の目的で使用してはならない。



別添１

入札参加資格確認申請書

令 和 年 月 日

群馬県警察本部長 倉木 豊史 殿

〒

住 所

商号又は名称

代表者職氏名

令和７年１０月２７日付けで入札公告のありました「耐刃防護衣外衣の製造請負」

に係る入札について、この入札公告に示された入札に参加する者に必要な資格を満た

していることを誓約するとともに入札の参加を申請します。

記

１ 地方自治法施行令第１６７条の４（成年後見人等） 該当する ・ 該当しない

２ 群馬県財務規則第１７０条第２項（入札参加制限） あ り ・ な し

３ 県からの指名停止の有無 あ り ・ な し

４ 会社更生法・民事再生法に基づく手続開始の申立て あ り ・ な し

５ 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的 あ り ・ な し

関係がある（役員名 ）

※ 自社の役員名を５の役員名欄に必ず記載（別紙でも可）すること。



別添２

令和 年 月 日

群馬県警察本部長 殿

（製造業者）住所

商号又は名称

製造出荷引受証明書

下記の製品を が落札した際は、契約に支障をき商号又は名称（入札参加者）

たすことのないよう、製造することを証明いたします。

記

１ 品名及び数量

着

２ 品質・規格

３ 納入場所

４ 納期



別添３

仕様書借用書

令和 年 月 日

群馬県警察本部長 倉木 豊史 殿

住 所

商号又は名称

代表者職氏名

私は、令和７年１０月２７日付けで一般競争入札公告のありました「耐刃防護衣外衣の製

造請負」に関し、入札に係る仕様書をお借りいたします。

なお、お借りした仕様書を無断で転写及び転載しないこと並びに入札終了後速やかに返却

することを誓約いたします。



別添４

整 理 番 号

質 問 書

令和 年 月 日

群馬県警察本部長 倉木 豊史 殿

住 所

商号又は名称

代表者職氏名

電 話 番 号

ＦＡＸ番号

令和７年１０月２７日付けで一般競争入札公告のありました「耐刃防護衣外衣の製造請負」

に係る入札について、質問がありますので回答してください。



別添５

契 約 条 項 案

物品の製造請負について、買受人 群馬県警察本部長 倉木 豊史 を甲とし、売渡人
を乙として、次の条項により契約を締結する。

（契約の対象となる物品名等）
第１条 契約する物品名、規格、数量、単位、契約金額、履行期限及び納入場所は、次のとお
りとする。

物品名、規格、数量及び単位

物 品 名 規 格 数 量 単位

耐刃防護衣外衣 別紙仕様書のとおり ２７０ 着

契約金額は 金 円(うち消費税及び地方消費税の額は､金 円)、
とする。
履行期限 令和８年３月１９日
納入場所 群馬県警察本部

（納入通知及び検査）
第２条 乙は、物品を納入しようとするときは、納品書によりその旨を通知しなければならない。
２ 甲は前項の通知を受けたときは、その日から１０日以内に検査を行い、検査に合格した物品
についてその引渡しを受けるものとする。

（契約金額の支払）
第３条 甲は、物品の引渡しを受けた後、乙から提出された適法な請求書を受理した日から、３０日
以内に契約金額を支払うものとする。

（延期の特約）
第４条 乙は、天災又はその他、その責めに帰することができない理由により、期間内に契約を
履行することができない場合は、甲に対して遅滞なく理由を付して、その履行の延期を求める
ことができる。

（契約変更）
第５条 甲は､必要があると認めたときは、契約の内容を変更し、若しくは一時中止させること
ができる。この場合において、必要があると認めたときは、甲は本契約の履行期限若しくは契
約金額を変更し、又は必要な費用を負担しなければならない。

２ 前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲は、その損害を賠償するものとする。
この場合における賠償額は、甲と乙が協議して定める。

（遅延利息）
、 、 、第６条 乙の責めに帰する理由により 第１条の履行期限までに現品を納入しない場合は 乙は

甲に対して遅延利息を支払うものとする。
２ 前項の遅延利息の額は、納入期限の到来の日の翌日から納入するまでの日数に応じ、未納部
分の契約金額相当額に対し、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）
第８条第１項の規定に基づき定められた率の割合で計算した額とする。

（契約解除等）
第７条 甲は、乙が次の号のいずれかに該当すると認めたときは、この契約を解除することがで
きる。

契約の履行期限内又は履行期限経過後相当の期間内に契約を履行する見込みがないとき。
契約の履行に着手すべき時期を過ぎても着手しないとき。
契約の履行について不正の行為があったとき。
乙が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

力団対策法」という。)第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。)又は役員
等(乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又はその支店若し
くは常時業務等の契約を締結する事務所の代表者をいう。)が暴力団対策法第２条第６号に
規定する暴力団員(以下「暴力団員」という。)若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき
関係を有している者(以下「暴力団員等」という。)であることが判明したとき。
本契約に係る下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等(以下｢下請契約等｣とい

う。)の相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知ったにもかかわらず下請契約等を解
除しなかったとき。
その他この契約書の条項に違反したとき。

２ 甲は、前項の規定により契約を解除したとき（前項第１号又は第２号に該当する場合にあっ
ては、乙の責めに帰すべき理由がある場合に限る。）は、乙に対し違約金として契約金額の１０
分の１に相当する額の支払いを求めることができる。

３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したときは、乙に損害が生じてもその責を負わな
いものとする。



（談合等不正行為があった場合の解除等）
、 。第８条 甲は 乙が次の各号のいずれかに該当したと認めたときは契約を解除することができる

この契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律
。 「 」 。） 、第５４号 以下 独占禁止法 という 第３条又は第８条第１号に違反したことにより

公正取引委員会が乙に対して行う独占禁止法第７条又は第８条の２の規定に基づく排除措
置命令（排除措置命令がなされなかった場合は、独占禁止法第７条の２第１項の規定に基
づく課徴金納付命令）又は独占禁止法第８５条第１号の規定による抗告訴訟について請求
棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。
この契約に関し、乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む ）が刑法（明治４０。
年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第
１号に規定する刑が確定したとき。

２ 乙は、前項各号のいずれかに該当したときは、甲が契約を解除するか否かにかかわらず、甲
の請求に基づき契約金額の１０分の２に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支
払わなければならない。

３ 乙が第１項各号に該当することにより甲に損害が生じた場合、当該損害が前項の規定する違
約金を超えなお存在する場合には、甲はその超過額を併せて乙に請求することができるもの
とする。

４ 前条第３項の規定は、第１項の規定による解除の場合に準用する。
（違約金等の遅延利息）
第９条 乙が第７条第２項並びに前条第２項及び第３項に規定する金額を甲の指定する期間内に
支払わないときは、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３％
の割合で計算した額の遅延利息を甲に支払わなければならない。

（契約不適合責任）
第10条 甲は、納入された物品に種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（以
下 「契約不適合」という ）であるときは、甲の指定した方法により、乙に対して修補、代替、 。
物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求（以下 「追完請求」という ）するこ、 。
とができる。

２ 甲は、本物品が契約不適合により、本契約の目的が達成できないと判断する場合、前項に定
める追完の催告を行うことなく、甲の選択により損害賠償の請求及び契約の解除をすることが
できる。

３ 甲が契約不適合（数量に関する契約不適合を除く ）を知った時から１年以内にその旨を乙。
に通知しないときは、甲は、その不適合を理由として、追完請求、代金の減額の請求、損害賠

。 、 、償の請求及び契約の解除をすることができない ただし 乙が引渡しの時にその不適合を知り
又は重大な過失によって知らなかったときは、この限りでない。

（暴力団員等による不当要求行為があった場合の届出義務）
第11条 乙は、乙又は本契約に係る下請契約等の相手方が当該契約の遂行に当たり暴力団又は暴
力団員等から不当な要求行為を受けた場合は、その旨について遅滞なく甲への報告及び警察へ
の届出を行わなければならない。

（質疑等の決定）
第12条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関し質疑が生じたときは、群馬県財務規則
(平成３年群馬県規則第１８号)の定めによるものとし、なお疑義があるときは、甲と乙とが協
議して定めるものとする。

上記契約の締結を証するため、契約書２通を作成し、甲乙記名押印して各自その１通を保有す
るものとする。

令和７年 月 日

甲 群馬県前橋市大手町一丁目１番１号
群馬県警察本部長 倉木 豊史 印

乙
印


